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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ていない。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 9,760 10,763 10,254 20,446 22,136

経常利益 (百万円) 284 390 391 881 907

中間(当期)純利益 (百万円) 115 204 246 346 467

純資産額 (百万円) 8,141 8,994 10,325 9,101 9,504

総資産額 (百万円) 19,839 21,535 23,206 21,508 22,305

１株当たり純資産額 (円) 339.77 375.55 431.33 379.13 396.11

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 4.81 8.54 10.28 13.63 18.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.0 41.8 44.5 42.3 42.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 381 363 127 859 1,804

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △158 △844 △683 △600 △969

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,097 421 △254 △1,186 262

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,898 2,783 3,129 2,844 3,941

従業員数 (名) 616 628 626 601 628



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ていない。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 9,498 10,390 9,725 19,884 21,369

経常利益 (百万円) 250 267 318 703 627

中間(当期)純利益 (百万円) 106 133 201 253 307

資本金 (百万円) 2,215 2,215 2,215 2,215 2,215

発行済株式総数 (千株) 24,745 24,745 24,745 24,745 24,745

純資産額 (百万円) 8,304 9,002 10,199 9,180 9,423

総資産額 (百万円) 19,950 21,508 22,803 21,534 22,104

１株当たり純資産額 (円) 346.59 375.89 426.08 382.43 392.71

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 4.44 5.57 8.42 9.73 12.01

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 41.6 41.9 44.7 42.6 42.6

従業員数 (名) 537 541 541 529 537



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業内容について、重要な変更はない。

また、主要な連結子会社における異動もない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の従業員及び連結子会社の従業員が組織する三浦印刷労働組合(平成17年９月30日現在組合員数437名)との間

には現在、労働協約が結ばれており、労使関係は良好である。 

  

事業の種類 従業員数(名)

印刷事業 617 

その他の事業 9 

合計 626 

従業員数(名) 541 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰といった不安要因はあったものの、好調な企業収益

に支えられた設備投資の拡大及び雇用環境の改善による個人消費の回復を両輪とした内需主導により底固く推移

し、景気は踊り場から脱却に向け緩やかに上向きつつある。 

しかしながら、印刷業界においては、原油価格高騰に伴う原材料価格の上昇や競争激化に伴う受注単価の下落な

ど、依然として厳しい経営環境が続いた。 

このような環境のもと、当社グループは既存得意先との関係強化や新規顧客開拓、新営業領域拡大等の企画提案

型営業を積極的に展開するとともに、生産効率向上と原価低減に努めた。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高102億5千4百万円と前年同期と比べ5億9百万円（4.7％）の減収、

経常利益3億9千1百万円と前年同期と比べ1百万円（0.3％）の増益、中間純利益2億4千6百万円と前年同期と比べ4千

2百万円（20.6％）の増益となった。 

印刷事業については、印刷需要に回復傾向はみられるものの、広告媒体の複合化や受注競争による受注単価低迷

により依然として厳しい経営環境が続く中、企画提案型営業強化等による新営業領域の拡大を図ってきた。この結

果、売上高97億2千5百万円と前年同期と比べ6億6千5百万円（6.4％）の減収、営業利益3億5千8百万円と前年同期と

比べ5百万円（1.4％）の増益となった。売上高の内訳は、主力製品である商業印刷物76億8千2百万円と前年同期と

比べ7億3百万円（8.4%）の減収、伝票帳票類等の事務用印刷物8億9千万円と前年同期と比べ3千8百万円（4.5％）の

増収、取扱説明書等を主とするその他の印刷物11億5千2百万円とほぼ前期と同額となった。 

その他の事業については㈱ミウラクリエイトが時間貸し駐車場等の事業多角化を推進し、売上高5億2千9百万円と

前年同期と比べ1億5千7百万円（42.2％）の増収、営業利益3千6百万円と前年同期と比べ4百万円（12.5％）の増益

となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、31億2千9百万円と前年同期と比べ3億4千6百万円

（12.4%）の増加となった。これは主に、財務活動によるキャッシュ・フローが収入から支出へ転じたものの、現金

及び現金同等物の期首残高が前年同期に比べ増加したことによるものである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、1億2千7百万円の収入となり、前年同期と比べ2億3千6百万円（65.0%）の

収入の減少となった。これは主に、仕入債務が前年同期増額から当期減額に転じたことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、6億8千3百万円の支出となり、前年同期と比べ1億6千1百万円(19.1%)の支

出の減少となった。これは主に、有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、2億5千4百万円の支出となり、前年同期と比べ6億7千5百万円の減少とな

った。これは主に、短期借入金及び長期借入金の調達が減少したことによるものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １．金額は販売価額である。 

２．上記金額には消費税等は含まれていない。 

３．その他の事業は製造業ではないため、生産高は記載していない。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １．金額は販売価額である。 

２．上記金額には消費税等は含まれていない。 

３．その他の事業は受注を主とする事業ではないため、受注高、受注残高は記載していない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 
  

２．上記金額には消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷事業 9,676 △ 6.4 

その他の事業 ― ― 

合計 9,676 △ 6.4 

事業の種類 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷事業 9,771 △ 7.5 2,051 △ 12.2 

その他の事業 ― ― ― ― 

合計 9,771 △ 7.5 2,051 △ 12.2 

事業の種類 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷事業 9,725 △ 6.4 

その他の事業 529 42.2 

合計 10,254 △ 4.7 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

株式会社三越 3,948 36.7 3,559 34.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はなく、また、新たな課題も生

じていない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、単に印刷分野にとどまらず、印刷周辺分野への拡大、異業種も視野に入れた新規事業の創出、新製

品開発、生産技術開発まで幅広い研究開発活動を推進している。 

現在印刷分野においては、印刷関連の要素技術開発及び印刷関連機器の開発、インターネットビジネス関連、さらに

は印刷周辺技術としてのDPS(データ・プリント・サービス)、CMS(コンテンツ・マネジメントシステム)分野等の技術

開発を行っている。 

中長期的には、非印刷分野も含めた事業領域において次世代の事業ドメインにつながる研究テーマの創出を図り、短

期的には、市場ニーズ、技術動向を踏まえた新技術、新素材の開発を推進していく。 

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は６千１百万円であり、事業分野別における主な研究開発活

動は次のとおりである。 

(1)  印刷分野 

① 品質向上、品質事故対策及びコスト低減を目標に印刷周辺機器の研究開発を行っている。 

② 環境を意識した、印刷材料の研究開発を行っている。 

(2)  情報システム分野 

① CMSは、画像や文字情報をデータベース化し、さらに商品データベースや顧客データベースを採り入れたワンソー

ス・マルチユース環境を構築するものである。当社では、印刷物の制作時間の削減やコスト低減を可能にするだけ

でなく、お客様の業務効率の最大化にも貢献するシステムの開発を行っている。また、さらなる機能強化、利便性

アップを目指し、恒常的にシステム開発を行っている。この技術を応用し、既存事業領域の強化を図りつつ、e－ビ

ジネス分野の受注拡大やダイレクトマーケティング分野の新媒体創出を図っていく。 

② ダイレクトマーケティング分野は今後の成長が期待できる事業領域であり、当社が得意とする商業印刷事業との

シナジー効果も期待できる。そのため前述のCMSと併せ、DPSのためのシステム開発やデジタル印刷機によるプリン

トオンデマンド分野の研究も推進している。 

③ 印刷工程のフルデジタル化を推進している。カラーマッチングの確立によってDDCP（ダイレクト・デジタル・カ

ラー・プルーフ）によるコスト削減や、お客様と当社、当社工場間をネットワーク化することで、高品質を維持し

つつ、入稿・デジタル校正・CTP（コンピュータ・トゥ・プレート）の業務効率向上を目的とした研究開発を行って

いる。 

④ お客様のe－コマース運営のためのソフトウェア開発を行っている。 

⑤ お客様の様々なデータを分析し、より販促効果の高い印刷物のご提案や送付ターゲットの選出といったダイレク

トマーケティング分野の各種ソリューションを研究している。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重要な変更は

ない。 

  

（2）重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画した設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりである。 

（注） １．ファイナンス・リース 契約期間6年 リース料総額533百万円 

２．上記金額には消費税等は含まれていない。 

  

（3）重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類 設備の内容 投資額 完了年月
完成後の 
増加能力 

三浦印刷㈱ 
船橋工場 
(千葉県船橋市) 

印刷事業 印刷設備 (注)１. 平成17年7月
生産能力10% 
程度増加 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 79,761,000 

計 79,761,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 24,745,848 24,745,848
東京証券取引所
市場第２部 

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

計 24,745,848 24,745,848 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 24,745 ― 2,215 ― 554



(4) 【大株主の状況】 

(平成17年９月30日現在) 

（注）「日本マスタートラスト信託銀行株式会社退職給付信託口・大日本インキ化学工業株式会社口」名義の普通株式901千株は大

日本インキ化学工業株式会社から同信託銀行へ信託設定された信託財産である。信託契約上当該普通株式の議決権は大日本

インキ化学工業株式会社が留保している。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

王子製紙株式会社 中央区銀座４丁目７―５ 1,201 4.85

株式会社東京三菱銀行 千代田区丸の内２丁目７―１ 1,171 4.73

三浦総業株式会社 墨田区千歳３丁目９―９ 1,080 4.36

三 浦 久 司 港区高輪２丁目１―51―204 1,005 4.06

凸版印刷株式会社 台東区台東１丁目５―１ 1,004 4.06

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社退職給付信託口・大日
本インキ化学工業株式会社口 

港区浜松町２丁目11―３ 901 3.64

三菱製紙株式会社 千代田区丸の内３丁目４―２ 877 3.55

三浦印刷株式会社 墨田区千歳２丁目３―９ 807 3.26

東洋インキ製造株式会社 中央区京橋２丁目３―13 767 3.10

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人）資産管理サービ
ス信託銀行株式会社 

千代田区丸の内２丁目１―１
（中央区晴海１丁目８―12） 

755 3.05

計 ― 9,570 38.68



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 1,000株(議決権1個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

(平成17年９月30日現在) 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

(注) 株価は東京証券取引所市場第２部の市場相場である。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 807,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

23,707,000 
23,707 ― 

単元未満株式 普通株式  231,848 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 24,745,848 ― ― 

総株主の議決権 ― 23,707 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

三浦印刷株式会社 東京都墨田区千歳2丁目3-9 807,000 ― 807,000 3.26

計 ― 807,000 ― 807,000 3.26

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月

最高(円) 435 412 430 420 416 430

最低(円) 405 385 389 400 402 411



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部           

Ⅰ 流動資産           

  １．現金及び預金     2,783 3,129   3,941 

  ２．受取手形及び売掛金     4,789 3,951   3,995 

  ３．たな卸資産     656 672   789 

  ４．繰延税金資産     335 503   229 

  ５．その他     273 381   212 

  ６．貸倒引当金     △0 △2   △2 

    流動資産合計     8,837 41.0 8,636 37.2   9,164 41.1

Ⅱ 固定資産           

 (1) 有形固定資産 ※１ 
※２         

  １．建物及び構築物     1,611 1,631   1,635 

  ２．機械装置及び運搬具     943 881   927 

  ３．土地     1,190 1,186   1,190 

  ４．その他     248 245   299 

   有形固定資産合計     3,993 18.6 3,944 17.0   4,053 18.2

 (2) 無形固定資産     195 0.9 494 2.1   248 1.1

 (3) 投資その他の資産           

  １．投資有価証券 ※２   7,259 9,081   7,907 

  ２．保険積立金     447 457   444 

  ３．繰延税金資産     197 ―   ― 

  ４．その他     676 658   551 

  ５．貸倒引当金     △71 △65   △65 

    投資その他の資産合計     8,509 39.5 10,131 43.7   8,838 39.6

    固定資産合計     12,698 59.0 14,570 62.8   13,140 58.9

    資産合計     21,535 100.0 23,206 100.0   22,305 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部           

Ⅰ 流動負債           

  １．支払手形及び買掛金     2,920 2,521   2,911 

  ２．短期借入金 ※２   2,235 2,242   2,254 

  ３．一年以内償還社債 ※２   1,200 200   ― 

  ４．未払法人税等     17 12   54 

  ５．賞与引当金     323 294   323 

  ６．その他     667 648   804 

   流動負債合計     7,364 34.2 5,919 25.5   6,347 28.5

Ⅱ 固定負債           

  １．社債 ※２   2,438 2,238   2,438 

  ２．長期借入金 ※２   2,097 3,119   3,241 

３．繰延税金負債     ― 1,093   154 

  ４．退職給付引当金     215 86   183 

  ５．役員退職慰労引当金     426 423   435 

   固定負債合計     5,176 24.0 6,961 30.0   6,453 28.9

   負債合計     12,541 58.2 12,880 55.5   12,800 57.4

            

少数株主持分           

  少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

            

資本の部           

Ⅰ 資本金     2,215 10.3 2,215 9.5   2,215 9.9

Ⅱ 資本剰余金     2,230 10.4 2,230 9.6   2,230 10.0

Ⅲ 利益剰余金     3,790 17.6 4,040 17.4   3,934 17.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,067 4.9 2,153 9.3   1,436 6.5

Ⅴ 自己株式     △310 △1.4 △314 △1.3   △312 △1.4

   資本合計     8,994 41.8 10,325 44.5   9,504 42.6

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計     21,535 100.0 23,206 100.0   22,305 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     10,763 100.0 10,254 100.0   22,136 100.0

Ⅱ 売上原価     8,631 80.2 8,122 79.2   17,670 79.8

    売上総利益     2,131 19.8 2,132 20.8   4,466 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,746 16.2 1,738 17.0   3,579 16.2

    営業利益     385 3.6 394 3.8   886 4.0

Ⅳ 営業外収益           

  １．受取利息   0   0 0   

  ２．受取配当金   41   40 69   

  ３．賃貸料   24   13 49   

  ４．保険解約返戻金   2   ― ―   

  ５．雑品売却益   20   20 41   

  ６．その他   7 95 0.9 9 84 0.8 25 185 0.8

Ⅴ 営業外費用           

  １．支払利息   65   65 132   

  ２．支払手数料   17   ― 17   

  ３．その他   8 91 0.9 21 86 0.8 14 164 0.7

    経常利益     390 3.6 391 3.8   907 4.1

Ⅵ 特別利益           
  １．役員退職慰労引当金 
    戻入額 ※２ ―   20 ―   

  ２．投資有価証券売却益   5   29 27   

  ３．有形固定資産売却益 ※３ 8   ― 8   
  ４．その他の投資資産 
    売却益   34   ― 69   

５．その他   ― 48 0.5 1 51 0.5 3 109 0.5

Ⅶ 特別損失           

  １．投資有価証券評価損   2   ― 17   

  ２．有形固定資産除売却損 ※４ 20   15 36   

３．減損損失 ※５ ―   4 ―   

  ４．退職給付会計基準 
    変更時差異処理額   50   ― 101   

  ５．その他の投資資産 
    処分損   2 76 0.7 1 21 0.2 2 157 0.7

    税金等調整前 
    中間(当期)純利益     362 3.4 421 4.1   859 3.9

    法人税、住民税 
    及び事業税   4   3 32   

    法人税等調整額   153 157 1.5 172 175 1.7 359 391 1.8

    中間(当期)純利益     204 1.9 246 2.4   467 2.1

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資本剰余金の部     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,230 2,230   2,230

Ⅱ 資本剰余金減少高     

自己株式処分差損   0 ―   0

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
残高 

  2,230 2,230   2,230

利益剰余金の部     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,725 3,934   3,725

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益   204 246   467

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金 119 119 239 

２．取締役賞与金 20 139 20 139 20 259

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
残高 

  3,790 4,040   3,934

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 362 421 859

減価償却費  240 256 508

減損損失  ― 4 ―

有形固定資産売却益  △8 ― △8

投資有価証券評価損  2 ― 17

有形固定資産除売却損  20 15 36

貸倒引当金の増減(△)額  1 △0 △2

賞与引当金の増減(△)額  △11 △28 △11

退職給付引当金の 
増減(△)額 

 △31 △97 △63

役員退職慰労引当金の 
増減(△)額 

 △1 △12 7

受取利息及び配当金  △41 △40 △69

支払利息  65 65 132

投資有価証券売却益  △5 △29 △27

売上債権の増(△)減額  △278 43 516

たな卸資産の増(△)減額  10 117 △122

仕入債務の増減(△)額  191 △389 182

未払消費税等の増減(△)額  47 △24 67

取締役賞与金の支払額  △17 △18 △20

その他  △145 △78 △122

小計  398 204 1,878

利息及び配当金の受取額  41 40 69

利息の支払額  △69 △65 △136

法人税等の支払額  △7 △52 △7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 363 127 1,804



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入れによる 
支出 

 ― △100 ―

有形固定資産の取得による 
支出 

 △790 △285 △1,017

有形固定資産の売却による 
収入 

 23 1 23

無形固定資産の取得による 
支出 

 △86 △271 △122

投資有価証券の取得による 
支出 

 △22 △49 △25

投資有価証券の売却による 
収入 

 47 50 91

その他投資等の増加による 
支出 

 △18 △14 △28

その他投資等の減少による 
収入 

 7 6 123

その他  △5 △20 △13

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △844 △683 △969

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  625 200 715

短期借入金の 
返済による支出 

 △215 △205 △275

長期借入れによる収入  400 150 1,800

長期借入金の 
返済による支出 

 △267 △277 △535

社債の償還による支出  ― ― △1,200

自己株式の取得による支出  △1 △2 △3

自己株式の売却による収入  0 ― 0

配当金の支払額  △119 △119 △239

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 421 △254 262

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減(△)額 

 △60 △811 1,097

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,844 3,941 2,844

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 2,783 3,129 3,941

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ２社 

  主要な連結子会社名 

  ミウラテック㈱ 

  ㈱ミウラクリエイト 

  

  

(2) 非連結子会社の名称等 

  MIURA USA, INC. 

  連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社は小規模

であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利

益剰余金等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範

囲から除いている。 

(1) 連結子会社の数 ２社 

  主要な連結子会社名 

  ミウラテック㈱ 

  ㈱ミウラクリエイト 

  

  

(2) 非連結子会社の名称等 

  MIURA USA, INC. 

  連結の範囲から除いた

理由 

    同左 

  

(1) 連結子会社の数 ２社 

  連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４ 関

係会社の状況」に記載

しているため、省略し

ている。 

(2) 非連結子会社の名称等 

  MIURA USA, INC. 

  連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社は小規模

であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利

益剰余金等は、いずれ

も連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲か

ら除いている。 

２．持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社 MIURA USA, 

INC. 及び関連会社㈱印象

社は、中間連結純損益及び

連結利益剰余金等に及ぼす

影響額が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除いている。 

    同左 非連結子会社 MIURA USA, 

INC. 及び関連会社㈱印象

社は、連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響

額が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除い

ている。 

３．連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

している。 

    同左 連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致し

ている。 

４．会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① たな卸資産 

   製品、仕掛品 

個別法に基づく原

価法 

   原材料、貯蔵品 

  

    最終仕入原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① たな卸資産 

   製品、仕掛品 

    同左 

  

   原材料、貯蔵品 

  

    同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① たな卸資産 

   製品、仕掛品 

    同左 

  

商品、原材料、貯蔵

品 

    同左 

   ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

償却原価法(定額

法) 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してい

る。) 

 ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左 

  

  

  

  

  

  

    

 ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り 算 定 し て い

る。) 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法 
   なお、平成10年４月

１日以降取得した建
物(建物附属設備を
除く)については、
定額法を採用してい
る。主な耐用年数は
以下のとおりであ
る。 

   建物及び構築物 
    30～50年 
   機械装置及び運搬具 
    ２～15年 

   時価のないもの 

    同左 

   なお、投資事業有限

責任組合及びそれに

類する組合への出資

（証券取引法第2条

第2項により有価証

券とみなされるも

の）については、直

近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純

額で取り込む方法に

よっている。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 

  

   時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用

している。 

 ② 無形固定資産 

    同左 

 ② 無形固定資産 

    同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を検

討し、回収不能見込

額を計上している。 

 ② 賞与引当金 

   従業員に対し支給す

る賞与に充当するた

め、支給見込額のう

ち当中間連結会計期

間の負担額を計上し

ている。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ② 賞与引当金 

    同左 

  

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ② 賞与引当金 

   従業員に対し支給す

る賞与に充当するた

め、支給見込額のう

ち当連結会計年度の

負担額を計上してい

る。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してい

る。 

   なお、会計基準変更

時差異(506百万円)

については、５年に

よる按分額を費用処

理することとし、当

中間連結会計期間に

おいてはその６/12

を計上している。 

   また、過去勤務債務

はその発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

の年数(3年)による

定額法により按分し

た額を費用処理し、

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理している。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してい

る。 

   また、過去勤務債務

はその発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

の年数(3年)による

定額法により按分し

た額を費用処理し、

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理している。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上している。 

   なお、会計基準変更

時差異(506百万円)

については、５年に

よる按分額を費用処

理している。 

   また、過去勤務債務

はその発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

の年数(3年)による

定額法により按分し

た額を費用処理し、

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

の発生時における従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費

用処理している。 

   ④ 役員退職慰労引当金 

   当社役員の退職慰労

金の支出に備えるた

め、内規に基づく中

間会計期間末要支給

額を計上している。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

    同左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

   当社役員の退職慰労

金の支出に備えるた

め、内規に基づく期

末要支給額を計上し

ている。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ている。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

    同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

    同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジによって

いる。 

   なお、振当処理の要

件を満たしている通

貨スワップについて

振当処理を行ってい

る。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

    

  

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

    …金利スワップ 

     通貨スワップ 

   ヘッジ対象 

    …借入金の利息 

     外貨建社債 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

    同左 

     

      

    

     

      

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

    同左 

     

  

    

     

   ③ ヘッジ方針 

   借入金の支払利息を

固定する目的で金利

スワップ取引を行

い、また、為替変動

リスクを回避する目

的で通貨スワップ取

引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個

別契約ごとに実施し

ている。 

   なお、投機目的のた

めのデリバティブ取

引は行っていない。 

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   ヘッジ手段とヘッジ

対象の対応関係を確

認することにより行

っている。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

    同左 

  

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

    同左 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の処理方法 

  税抜方式によってい

る。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の処理方法 

    同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

  消費税等の処理方法 

    同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に満期日または償還期

限の到来する短期的な投資

からなっている。 

    同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に満期日または償還期限の

到来する短期的な投資から

なっている。 



  
（会計処理の変更） 

  

（表示方法の変更） 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間連結会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年8
月9日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成15年10月31日 企業
会計基準適用指針第6号）を適用して
いる。 
これにより税金等調整前中間純利益が
4百万円減少している。 
なお、減損損失累計額については、改
正後の中間連結財務諸表規則に基づき
当該各資産の金額から直接控除してい
る。 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97

号）が平成16年6月9日に交付され、平成16年12月1日より適

用となること及び「金融商品会計に関する実務指針」（会計

制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日付で改正された

ことに伴い、前連結会計年度から投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(証券取引法第2条第2項により有

価証券とみなされるもの)を投資有価証券として表示する方

法に変更している。 

なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に含まれる

当該出資の額は10百万円であり、前中間連結会計期間末にお

ける固定資産「その他」に含まれる当該出資の額は128百万

円である。 

  

（中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた「営業外

費用」の「支払手数料」（当中間連結会計期間1百万

円）は、当中間連結会計期間より営業外費用合計の

10/100以下であるため「その他」に含めて表示してい

る。 

２．前中間連結会計期間において区分掲記していた「特別利

益」の「有形固定資産売却益」（当中間連結会計期間0

百万円）は、当中間連結会計期間より特別利益合計の

10/100以下であるため「その他」に含めて表示してい

る。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた営業活動

によるキャッシュ・フローの「有形固定資産売却益」（当中

間連結会計期間△0百万円）については、当中間連結会計期

間より重要性が減少したため、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示している。 



（追加情報） 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――――― 

  

――――――――― 

  

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

連結会計年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に27百万円

計上している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(単位 百万円) 

  

(中間連結損益計算書関係) 

(単位 百万円) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

5,468 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

5,484 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

5,675 

※２．担保に供している資産及び担

保付債務 

   上記のうち、工場財団設定分 

   上記の担保資産に対する債務 

  

  

建物及び構築物 1,082

土地 733

投資有価証券 2,282

計 4,097

建物及び構築物 1,003

土地 539

計 1,542

短期借入金 20
一年以内 
償還社債 

1,200

社債 1,938

(うち銀行保証) (1,238)

長期借入金 10

計 3,168

※２．担保に供している資産及び担

保付債務 

   上記のうち、工場財団設定分 

   上記の担保資産に対する債務 

  

  

建物及び構築物 1,049

土地 733

投資有価証券 3,136

計 4,919

建物及び構築物 975

土地 539

計 1,514

短期借入金 10
一年以内
償還社債 

200

社債 1,738

(うち銀行保証) (1,238)

計 1,948

※２．担保に供している資産及び担

保付債務 

   上記のうち、工場財団設定分 

   上記の担保資産に対する債務 

  

  

建物及び構築物 1,038

土地 733

投資有価証券 2,420

計 4,192

建物及び構築物 962

土地 539

計 1,501

短期借入金 20
社債 1,938

(うち銀行保証) (1,238)

計 1,958

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、下記

のとおりである。 

荷造運賃 271

役員報酬・ 
給与諸手当 

766

賞与引当金 
繰入額 

118

退職給付費用 31

役員退職慰労 
引当金繰入額 

10

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、下記

のとおりである。 

荷造運賃 267

役員報酬・
給与諸手当 

749

賞与引当金
繰入額 

106

退職給付費用 24

役員退職慰労
引当金繰入額

7

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、下記

のとおりである。 

荷造運賃 639

役員報酬・ 
給与諸手当 

1,626

賞与引当金 
繰入額 

118

退職給付費用 62

役員退職慰労 
引当金繰入額 

20

――――――――――― ※２．役員退職慰労引当金戻入額 

役員退職慰労引当金戻入額

は、内規の変更に基づき役員

退職慰労引当金を取崩したも

のである。 

役員退職慰労
引当金戻入額

20

――――――――――― 

※３．有形固定資産売却益の内訳 

        機械装置及び運搬具     8 

――――――――――― ※３．有形固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具     8 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

(単位 百万円) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※４．有形固定資産除売却損の内訳 

  

項目 
金額 

除却 売却 計 

建物及び 
構築物 

8 ― 8

機械装置 
及び 
運搬具 

10 0 10

その他 1 ― 1

合計 20 0 20

※４．有形固定資産除売却損の内訳 

  

項目 
金額

除却 売却 計

建物及び 
構築物 

8 ― 8

機械装置 
及び 
運搬具 

0 0 1

その他 5 ― 5

合計 14 0 15

※４．有形固定資産除売却損の内訳 

  

項目
金額 

除却 売却 計 

建物及び
構築物 

16 ― 16 

機械装置
及び 
運搬具 

13 3 16 

その他 2 ― 2 

合計 32 3 36 

 
※５．減損損失 

当社グループは減損会計の適用

に当たって、印刷事業、その他の事

業、共用資産及び遊休資産を基礎と

してグルーピングし、以下の資産に

ついて減損損失を計上している。 

遊休資産（土地）については、帳簿

価額に比べ市場価値が著しく下落し

ているため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し当該減少額を減損損失

（4百万円）として特別損失に計上

している。 

なお、当該資産の回収可能価額は、

固定資産税評価額により算定した価

額に基づく正味売却可能価額により

評価している。 

用途 遊休地 

種類 土地 

場所 北海道茅部郡 

金額 ４ 

――――――――― 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 
現金及び預金勘定 2,783

現金及び 
現金同等物 

2,783

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 
現金及び預金勘定 3,129

現金及び 
現金同等物 

3,129

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 
現金及び預金勘定 3,941

現金及び
現金同等物 

3,941



(リース取引関係) 

(単位 百万円) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械装置 
及び運搬具 1,660 825 834

その他 363 180 182

合計 2,023 1,006 1,017

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械装置 
及び運搬具 2,223 988 1,235

その他 432 189 243

合計 2,656 1,178 1,478

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械装置
及び運搬具

1,673 932 741 

その他 418 202 216 

合計 2,092 1,134 957 

２. 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 301

１年超 795

合計 1,097

２. 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 409

１年超 1,152

合計 1,561

２. 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 312

１年超 723

合計 1,036

３. 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 170

減価償却費 
相当額 

148

支払利息 
相当額 

20

３. 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 202

減価償却費
相当額 

179

支払利息
相当額 

22

３. 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 350

減価償却費
相当額 

306

支払利息
相当額 

40

４. 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っている。 

４. 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

   同左 

４. 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

   同左 

  



(有価証券関係) 

１. その他有価証券で時価のあるもの 

(単位 百万円) 

(注) その他有価証券で時価のある株式について前中間連結会計期間末において２百万円、前連結会計年度末において17百万円、

減損処理を行っている。なお、下落率30％以上50％未満の株式については、当社グループの判定基準に従って、回復可能性

がないと判断したものについては減損処理を行うこととしている。 

  

２. 時価のない主な有価証券の内容 

(単位 百万円) 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

ヘッジ会計を適用しているので注記の対象となるものはない。 

  

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差額 取得原価
連結貸借 
対照表 
計上額 

差額 

(1) 株式 4,662 6,215 1,553 4,630 7,995 3,364 4,642 6,835 2,192

(2) その他 243 441 197 231 498 266 255 485 229

計 4,906 6,656 1,750 4,862 8,493 3,631 4,898 7,320 2,422

  

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券       

社債 2 2 2 

(2) その他有価証券       

  非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

599 585 585 

計 602 587 587



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「印刷事業」の割合が、いずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社を有しないため、該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社は、海外売上高がないため、該当事項はない。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

１株当たり純資産額 375.55円

１株当たり中間純利益金額 8.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため

記載していない。 

１株当たり純資産額 431.33円

１株当たり中間純利益金額 10.28円

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

１株当たり純資産額 396.11円

１株当たり当期純利益金額 18.70円

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間連結損益計算書上の
中間(当期)純利益 
(百万円) 

204 246 467 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

204 246 447 

普通株主に帰属しない 
金額の主要な内訳 
(百万円) 
 利益処分による 
 取締役賞与金 

 
 

―

  
  

―

 
  
  

20

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― 20 

普通株式の期中平均株式
数(株) 

23,951,255 23,941,768 23,949,006 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純利益

金額の算定に含まれなか

った潜在株式の概要 

ストックオプション制度

に係る自己株式 
潜在株式の 
数 

418,000株

ストックオプション制度

に係る自己株式 
潜在株式の
数 

168,000株

ストックオプション制度

に係る自己株式 

これらの詳細について

は、「第４提出会社の状

況１株式等の状況(7)ス

トックオプション制度の

内容」に記載のとおりで

ある。 

潜在株式の 
数 

418,000株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部           

Ⅰ 流動資産           

  １．現金及び預金   2,603   2,731 3,612   

  ２．受取手形   653   614 560   

  ３．売掛金   4,135   3,336 3,431   

  ４．たな卸資産   651   668 781   

  ５．繰延税金資産   236   443 142   

  ６．その他   204   257 141   

  ７．貸倒引当金   △0   △2 △2   

    流動資産合計     8,486 39.5 8,049 35.3   8,668 39.2

Ⅱ 固定資産           

 (1) 有形固定資産 ※１ 
※２         

  １．建物   1,545   1,552 1,574   

  ２．機械及び装置   855   792 840   

  ３．土地   1,190   1,037 1,190   

  ４．その他   270   269 322   

    有形固定資産合計     3,861 17.9 3,651 16.0   3,928 17.8

 (2) 無形固定資産     130 0.6 235 1.0   193 0.9

 (3) 投資その他の資産           

  １．投資有価証券 ※２ 6,781   8,604 7,430   

  ２．関係会社株式   666   666 666   

  ３．関係会社長期貸付金   400   560 300   

  ４．保険積立金   447   457 444   

  ５．繰延税金資産   144   ― ―   

  ６．その他   662   644 537   

  ７．貸倒引当金   △71   △65 △65   

    投資その他の資産合計     9,030 42.0 10,866 47.7   9,313 42.1

    固定資産合計     13,022 60.5 14,753 64.7   13,435 60.8

    資産合計     21,508 100.0 22,803 100.0   22,104 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部           

Ⅰ 流動負債           

  １．支払手形   1,611   1,408 1,655   

  ２．買掛金   1,334   1,134 1,278   

  ３．短期借入金 ※２ 2,194   2,119 2,144   

  ４．一年以内償還社債 ※２ 1,200   200 ―   

  ５．未払法人税等   17   11 53   

  ６．賞与引当金   278   250 276   

  ７．その他   709   637 831   

    流動負債合計     7,345 34.1 5,761 25.3   6,239 28.3

Ⅱ 固定負債           

  １．社債 ※２ 2,438   2,238 2,438   

  ２．長期借入金 ※２ 2,080   3,001 3,228   

    ３．繰越税金負債   ―   1,093 154   

  ４．退職給付引当金   215   86 183   

  ５．役員退職慰労引当金   426   423 435   

    固定負債合計     5,160 24.0 6,842 30.0   6,440 29.1

    負債合計     12,506 58.1 12,603 55.3   12,680 57.4

資本の部           

Ⅰ 資本金     2,215 10.3 2,215 9.7   2,215 10.0

Ⅱ 資本剰余金           

  １．資本準備金   554   554 554   

  ２．その他資本剰余金   1,676   1,676 1,676   

資本剰余金合計     2,230 10.3 2,230 9.8   2,230 10.1

Ⅲ 利益剰余金           

  １．任意積立金   2,963   2,982 2,963   

  ２．中間(当期)未処分利益   834   932 889   

利益剰余金合計     3,798 17.7 3,914 17.2   3,853 17.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,067 5.0 2,153 9.4   1,436 6.5

Ⅴ 自己株式     △310 △1.4 △314 △1.4   △312 △1.4

資本合計     9,002 41.9 10,199 44.7   9,423 42.6

負債資本合計     21,508 100.0 22,803 100.0   22,104 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     10,390 100.0 9,725 100.0   21,369 100.0

Ⅱ 売上原価     8,519 82.0 7,863 80.9   17,461 81.7

   売上総利益     1,870 18.0 1,861 19.1   3,908 18.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,632 15.7 1,568 16.1   3,348 15.7

   営業利益     238 2.3 293 3.0   560 2.6

Ⅳ 営業外収益           

  １．受取利息   3   3 6   

  ２．受取配当金   41   40 69   

  ３．賃貸料   45   36 91   

  ４．保険解約返戻金   2   ― ―   

  ５．その他   25 117 1.1 26 105 1.1 60 228 1.1

Ⅴ 営業外費用           

  １．支払利息   34   47 72   

  ２．社債利息   31   16 58   

  ３．その他   23 88 0.8 16 81 0.8 29 161 0.8

   経常利益     267 2.6 318 3.3   627 2.9

Ⅵ 特別利益 ※１   48 0.4 61 0.6   109 0.5

Ⅶ 特別損失 ※２ 
※４   75 0.7 30 0.3   154 0.7

   税引前 
   中間(当期)純利益     240 2.3 349 3.6   582 2.7

   法人税、住民税 
   及び事業税   3   2 31   

   法人税等調整額   103 107 1.0 145 148 1.5 243 275 1.3

   中間(当期)純利益     133 1.3 201 2.1   307 1.4

   前期繰越利益     701 730   701 

   中間配当額     ― ―   119 

   中間(当期)未処分利益     834 932   889 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基準及
び評価方法 

(1) たな卸資産 
 ① 製品・仕掛品 
   個別法に基づく原価

法 
 ② 原材料・貯蔵品 
   最終仕入原価法 

(1) たな卸資産
 ① 製品・仕掛品 
   同左 
  
 ② 原材料・貯蔵品 
   同左 

(1) たな卸資産 
 ① 製品・仕掛品 
   同左 
  
 ② 原材料・貯蔵品 
   同左 

  (2) 有価証券 
 ① 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(2) 有価証券
 ① 満期保有目的の債券 

同左 

(2) 有価証券 
 ① 満期保有目的の債券 

同左 
   ② 子会社株式及び関連

会社株式 
   移動平均法による原

価法 

② 子会社株式及び関連
会社株式 

   同左 

② 子会社株式及び関連
会社株式 

   同左 

   ③ その他有価証券 
   時価のあるもの 
   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定し
ている。) 

   時価のないもの 
   移動平均法による原

価法 

③ その他有価証券
   時価のあるもの 
   同左 
  
  
  
  
  
  
   時価のないもの 
   同左 
   なお、投資事業有限

責任組合及びそれに
類する組合への出資
（証券取引法第2条
第2項により有価証
券とみなされるも
の）については、直
近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純
額で取り込む方法に
よっている。 

③ その他有価証券 
   時価のあるもの 
   決算日の市場価格等

に基づく時価法(評
価差額は全部資本直
入法により処理し、
売却原価は移動平均
法により算定してい
る。) 

   時価のないもの 
   移動平均法による原

価法 

２．固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法 
なお、平成10年４月１
日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く)
については、定額法を
採用している。 
主な耐用年数は以下の
とおりである。 
建物    30～50年 
機械及び装置 

３～15年 

(1) 有形固定資産
  同左 

  

(1) 有形固定資産 
  同左 
  

  (2) 無形固定資産 
  定額法 
  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用している。 

(3) 長期前払費用 
  契約期間により毎期均

等額を償却している。 

(2) 無形固定資産
  同左 
  
  
  
  
  
(3) 長期前払費用 
  同左 

(2) 無形固定資産 
  同左 
  
  
  
  
  
(3) 長期前払費用 
  同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対し支給する

賞与に充当するため、

支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を

計上している。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

  

  

(2) 賞与引当金 

  従業員に対し支給する

賞与に充当するため、

支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上

している。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。 

  なお、会計基準変更時

差異(506百万円)につ

いては、５年による按

分額を費用処理するこ

ととし、当中間会計期

間においてはその

６ /12を計上してい

る。 

  また、過去勤務債務は

その発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(3

年)による定額法によ

り按分した額を費用処

理し、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理している。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。 

また、過去勤務債務は

その発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(3

年)による定額法によ

り按分した額を費用処

理し、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理している。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してい

る。 

  なお、会計基準変更時

差異(506百万円)につ

いては、５年による按

分額を費用処理してい

る。 

  また、過去勤務債務は

その発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(3

年)による定額法によ

り按分した額を費用処

理し、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理している。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間会計期間

末要支給額を計上して

いる。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上している。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。 

  同左   同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジによってい

る。 

なお、振当処理の要件

を満たしている通貨ス

ワップについて振当処

理を行っている。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

……金利スワップ 

通貨スワップ 

ヘッジ対象 

……借入金の利息 

外貨建社債 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  

  

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  

  

  

  

  (3) ヘッジ方針 

借入金の支払利息を固

定する目的で金利スワ

ップ取引を行い、ま

た、為替変動リスクを

回避する目的で通貨ス

ワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別

は個別契約ごとに実施

している。 

なお、投機目的のため

のデリバティブ取引は

行っていない。 

(3) ヘッジ方針 

  同左 

  

(3) ヘッジ方針 

  同左 

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ手段とヘッジ対

象の対応関係を確認す

ることにより行ってい

る。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

  

６．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式によっている。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、その差額を流動負債の

「その他」に含めて表示し

ている。 

  同左 消費税等の処理方法 

 税抜方式によっている。 



（会計処理の変更） 

  

（表示方法の変更） 

  

（追加情報） 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間から「固定資産の減損
に係る会計基準」（「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年8月
9日））及び「固定資産の減損に係る
会計基準の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成15年10月31日 企業会
計基準適用指針第6号）を適用してい
る。 
これにより税引前中間純利益が4百万
円減少している。 
なお、減損損失累計額については、改
正後の中間財務諸表等規則に基づき当
該各資産の金額から直接控除してい
る。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)  

（中間貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97

号）が平成16年6月9日に交付され、平成16年12月1日より適

用となること及び「金融商品会計に関する実務指針」（会計

制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日付で改正された

ことに伴い、前事業年度から投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(証券取引法第2条第2項により有価証

券とみなされるもの)を投資有価証券として表示する方法に

変更している。 

なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は10百万円であり、前中間会計期間末における固

定資産「その他」に含まれる当該出資の額は128百万円であ

る。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――――― 

  

――――――――― 

  

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会実務

対応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に27百万円計上し

ている。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

(単位 百万円) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産減価償却累計額 
5,185 

※１．有形固定資産減価償却累計額 
5,205 

※１．有形固定資産減価償却累計額 
5,388 

※２．担保に供している資産及び担

保付債務 

   上記のうち、工場財団設定分 

   上記の担保資産に対する債務 

  

  

建物 1,057

土地 733

投資有価証券 2,282

その他 24

計 4,097

建物 981

土地 539

その他 21

計 1,542

短期借入金 20
一年以内 
償還社債 

1,200

社債 1,938

(うち銀行保証) (1,238)

長期借入金 10

計 3,168

※２．担保に供している資産及び担

保付債務 

   上記のうち、工場財団設定分 

   上記の担保資産に対する債務 

  

  

建物 1,024

土地 733

投資有価証券 3,136

その他 24

計 4,919

建物 953

土地 539

その他 21

計 1,514

短期借入金 10
一年以内
償還社債 

200

社債 1,738

(うち銀行保証) (1,238)

計 1,948

※２．担保に供している資産及び担

保付債務 

   上記のうち、工場財団設定分 

   上記の担保資産に対する債務 

  

建物 1,015

土地 733

投資有価証券 2,420

その他 23

計 4,192

建物 941

土地 539

その他 20

計 1,501

短期借入金 20  
社債 1,938  
(うち銀行保証) (1,238)

計 1,958

 ３．保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金に対して次のとおり保証

を行っている。 

㈱ミウラクリエイト 33

ミウラテック㈱ 23

計 56

 ３．保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金に対して次のとおり保証

を行っている。 

㈱ミウラクリエイト 16

 ３．保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金に対して次のとおり保証

を行っている。 

㈱ミウラクリエイト 20

ミウラテック㈱ 11

計 31



(中間損益計算書関係) 

(単位 百万円) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――――――― ※１．特別損益の主要項目 

役員退職慰労引当金戻入額

は、内規の変更に基づき役員

退職慰労引当金を取崩したも

のである。 

役員退職慰労
引当金戻入額 

20

――――――――――― 

※２．特別損失の主要項目 

退職給付会計 
基準変更時差 
異処理額 

50

――――――――――― ※２．特別損失の主要項目 

退職給付会計 
基準変更時差 
異処理額 

101

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 208

無形固定資産 9

計 218

  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 200

無形固定資産 18

計 219

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 438

無形固定資産 22

計 461

――――――――――― ※４. 減損損失 

当社は減損会計の適用に当たっ

て、印刷事業、共用資産及び遊休資

産を基礎としてグルーピングし、以

下の資産について減損損失を計上し

ている。 

遊休資産(土地)については、帳簿価

額に比べ市場価値が著しく下落して

いるため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し当該減少額を減損損失

（4百万円）として特別損失に計上

している。 

なお、当該資産の回収可能価額は、

固定資産税評価額により算定した価

額に基づく正味売却可能価額により

評価している。 

用途 遊休地 

種類 土地 

場所 北海道茅部郡 

金額 ４ 

――――――――――― 



(リース取引関係) 

(単位 百万円) 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械及び 
装置 1,315 668 646

その他 90 73 16

合計 1,405 742 663

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械及び 
装置 1,860 786 1,073

その他 32 19 12

合計 1,893 806 1,086

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械及び
装置 1,315 749 565 

その他 92 74 17 

合計 1,408 824 583 

２. 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 203

１年超 514

合計 717

２. 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 284

１年超 855

合計 1,140

２. 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 200

１年超 433

合計 634

３. 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 113

減価償却費 
相当額 

99

支払利息 
相当額 

11

３. 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 132

減価償却費
相当額 

117

支払利息
相当額 

13

３. 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 233

減価償却費
相当額 

204

支払利息
相当額 

24

４. 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っている。 

４. 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  

  

４. 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

   同左 

  



(2) 【その他】 

中間配当(商法第293条ノ５に基づく金銭の分配) 

平成17年10月28日開催の取締役会において、当社定款第38条の規定に基づき、平成17年9月30日の最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、第61期(平成17年４月１日から平成18年3

月31日まで)中間配当を次のとおり行うことを決議した。 

  

(1) 中間配当金総額 119,692,860円 

(2) １株当たり中間配当金 5円 

(3) 支払請求権の効力発生日 
  及び支払開始日 

平成17年12月9日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

（1） 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第60期) 

自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

  
平成17年6月29日 
関東財務局長に提出。 

            

（2） 自己株券買付状況
報告書 

      

平成17年4月 6日 
平成17年5月10日 
平成17年6月 7日 
平成17年7月 6日 
平成17年7月 8日 
平成17年9月 1日 
平成17年9月 6日 
平成17年10月6日 
平成17年11月8日 
及び平成17年12月6日 
関東財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

三浦印刷株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三浦印

刷株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三浦印刷株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

平成16年12月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  武  山  知  良 印 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  橋  本  俊  光 印 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

三浦印刷株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三浦印

刷株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三浦印刷株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載したとおり、会社は当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年12月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  武  山  知  良 印 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  中  井  新 太 郎 印 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

三浦印刷株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三浦印

刷株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三浦印刷株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

平成16年12月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  武  山  知  良 印 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  橋  本  俊  光 印 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

三浦印刷株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三浦印

刷株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三浦印刷株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載したとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年12月16日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  武  山  知  良 印 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  中  井  新 太 郎 印 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管している。 
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